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１．開会 

２．都市と農山村の新たな関係を構築するためのＩＴの活用方策について 

３．閉会 

 

（資料） 

 資料１ ＩＴ革命と農山村等地方からの情報発信研究会委員名簿 

 資料２ 都市・農山村間でのＩＴの活用 

 資料３ 調査地名一覧 

 資料４ ＩＴ革命と農山村等地方からの情報発信研究会スケジュール 
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   委 員  飯 塚 克 己   群馬テレビ（株）制作部ディレクター 
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                  マネジャー 

    〃   菅 野 健 一   福島県総務部財政課主査 

    〃   小 林 義 人   （株）読売新聞社編集局地方部次長兼内信課長 

    〃   長谷川 文 雄   東北芸術工科大学副学長 

    〃   秦   章 人   （社）日本農村情報システム協会事業企画統括 

                  部長 

    〃   藤 井 宏 一   （社）農山漁村文化協会電算センターシステム 

                  開発部 

    〃   前 田   博   （有）前田支度事務所代表取締役 

    〃   森 内 眞 人   青森放送（株）制作局テレビ制作部副参事・ 
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（中川座長） ただいまから開会させていただきたいと思います。 

 本日は皆様方にはご多忙の中をお集まりいただきまして、ありがとうございました。 

 ただいまから、ＩＴ革命と農山村等地方からの情報発信研究会の第３回会合を開催させ

ていただきます。 

 本日は、都市と農山村の新たな関係を構築するためのＩＴの活用方策というテーマにつ

いてご議論をいただきたいと思っております。 

 ご参考までに事務局が作成いたしましたお手元の資料２、「都市・農山村間でのＩＴの

活用」をごらんください。本日は、主に資料２について各項目ごとに委員の皆様にご議論

いただきたいと思っております。 

 テーマが８つございます。各テーマごとに一応予定としてはそれぞれ 10 分ぐらいと申し

ておりますけれども、テーマの中身によって時間が長くなったりということも考えられま

すので、とりあえずはお手元の資料の内容について事務局から一通りご説明していただく

こととして、その後に各項目ごとにご議論いただきたいと考えておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。もし時間が足りないようでしたら、テーマについて次回に持ち

越してやるということも十分あり得ることでございますし、議論していただいた方がいい

と思いますので、時間には余りこだわらずに議論させていただきたいと思います。 

 事務局から、資料２について各項目ごとに事前に全体説明をいたしますけれども、ご議

論につきましてはこの資料にこだわらずにご議論いただいてもちろん結構でございますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、よろしくお願いします。 

（事務局） それでは、資料２の方をごらんいただきたいと思います。これまでの議論を

受けまして、我々事務局４人がいろいろ議論して、都市・農山村間でのＩＴの活用という

ことで考えていかなければならない項目としてはこんなことではないかと挙げたものでご

ざいます。先ほど議長から説明がありましたように、８つの項目に分けておりますけども、

これを一通り説明させていただきたいと思います。 

 まず１つ目は、ＩＴと情報の受発信ということで、ＩＴの活用ということを考える際に、

そもそもＩＴとはどういうものかということをきちんととらえておく必要があるのではな

いかということでまとめたものです。まず、従来情報の受発信というものは、新聞・テレ

ビ、それから電信・電話という２本立てで形成されていた。すなわち、新聞・テレビとい



うのは不特定多数に一方的に情報を伝達するものであり、電信・電話は相互に知っている

者同士で双方向で情報交換するという性格のものであった。ところが、インターネットに

よりこの２本が接近してきているというのが今の現状です。すなわち、これによって普通

の人々が低コストで不特定多数に対して情報発信を行うとともに、そのリアクションを受

けるということが可能になってきた。これがＩＴというものの本質ではないか。 

 すなわち、次のところなんですけれども、テレビ放送が開始され、キー局を中心に一元

的な放送が日本全国で行われてきた。これが今までの地域の独自性というものにかなり影

響を与えてきたのではないか。これと逆のことが起こり得るのではないかということで、

下のところなんですけれども、 1,000 万人見ないとテレビというものは放送するというこ

とにならないことに対して、インターネットの場合は 1,000 人に１人がその情報に興味を

持つというものでも十分な有効な情報ということになっていくのではないか。すなわち、

下に書いてあるところなんですが、インターネットにおいての情報の受発信ということは、

身の丈に合った範囲で十分対応が可能である。特に大受けを狙う必要はないのではないか。

もう一つの特徴としては、情報のエンド・ユーザー同士での情報交換が可能になっている。

すなわち、ちょっとした情報内容の他との差であっても、かなり情報そのものあるいはコ

ンテンツそのものが差別化されるのではないかという性格を持っている。 

 ３つ目としては、これも認識しておく必要があるということで書いたんですけれども、

ｉモードがかなりのスピードで普及した。このｉモードというのは、一つは携帯性がある

ということであるんですけれども、それよりもこのｉモードということで何を世間に知ら

しめたかというと、コンピューターというものでなくてもインターネットの活用ができる

んだということを初めて世の中に認識させたのではないかということで取り上げておりま

す。すなわち、今後インターネットというものが低コストな情報発信の道具としてかなり

有効性を持ってくるという認識がまず持てるのではないか。 

 それに基づきまして、２の方にいくんですけれども、ではなぜ農山村から情報の発信を

するんだということが、この２に書いているところです。 

 まず１つは、都市住民の「行ってみたい」「買ってみたい」という欲求に対応するもの

なんですけれども、コミュニケーションというものはそもそもちょっと振り向かせるとい

うことが語源と聞いておりますし、そのためにはここに書いているグリーンツーリズム、

グリーンインダストリー、それから地域情報発信、これを組み合わせた形でやっていくと

いうことが考えられるのではないか。これは後でこの方式をいつも言っていらっしゃいま



すＧ委員の方からご説明願いたいんですけれども、いわゆるディズニーランド方式とＧ委

員がおっしゃっているものでして、ここに書いているような小さなアクションの組み合わ

せによって大きな効果を得るということができるのではないかと考えているものです。 

 飛びまして次、３ページ目へいっていただきたいんですけれども、「行ってみたい」

「買ってみたい」という目的に対応するもう一つのものとして、教育的なものがあるので

はないかというまとめをしたわけなんです。過去の経済成長と都市化の時代に衰退という

レッテルを貼られた地域に住んでいる人にとっては、自然や歴史を背景とする通常の生活

でありながら、都市の人にとっては非日常に映るようなものの中に、学びや習いに直結す

るものがあるのではないかという考え方です。例えば、最近では、農産物がどういうふう

に育てられるかとか、あるいは里山はどういうふうに人間と自然が共生しているのかとい

ったこと、あるいは最近は飲み水だけではなく化粧水といったものでも天然水が都市の特

に若い女性の関心を生んでいるわけなんですけれども、そういう天然水そのものがどのよ

うに循環しているのかという情報、あるいは身の回りにある昆虫の生活などはどういうふ

うに営まれているのかという情報、これなどは十分都市の人に受ける情報、1,000 万人に

受けるとはならないにしても、かなりの関心を呼ぶ情報となってきているのではないか。 

 

 では、そういう情報をどういうふうに発信していけばいいのかというのが、３のところ

でございます。情報受発信のための組織・体制ということです。 

 まず、情報受発信ということを考えた場合には、何か新しいものを整備するということ

ではなく、今あるものをうまく利用するんだという取り組みが重要ではないか。すなわち、

ナショナルスタンダードから見て何か足りないということを考えるのではなく、地域に今

あるメリットをいかにアピールするかという考え方が重要であろう。 

 それから、情報は常に新しいものでなければならないということ。できるだけリアルタ

イムであることが望ましい。しかしながら、ここで情報というのは、通常のマーケティン

グと若干違うのではないか。すなわち、需要があるものを情報化するという考え方は必ず

しもとる必要はないのではないかということ。 

 ３つ目としては、情報を発信する場合には、それは情報ということだけで完結するので

はなくて、何か情報に基づいて行われた行為、これがきちんと対応していないとまずいだ

ろう。発信の担い手が単なるメディアとなるのではだめである。発信による反響をきちん

と受けとめる体制が取り組まれていないとだめでしょうということです。 



 そのためにはどういうことを考える必要があるかというと、４ページになりますけれど

も、そもそも地域振興ということの基本である集団活動を組織化するということにつなが

っていかないとだめなのではないか。すなわち、性別、世代、それから地域内に住んでい

るか住んでいないかといったことに関係なく、できるだけ多くの人が参加するという組織

としていく必要があるのではないか。 

 そのためには、ボランタリーベースでの仕事が中心になると考えられてくるわけなんで

すけれども、その際にはその組織を安定的なものにするということで、まず最低限のルー

ルを明文化するということ、あるいは何らかの能力を高める研修を体系化して、その研修

を修了した人に対しては社会的な評価をするという仕組みを構築しておく必要があるので

はないかということを考えたところです。 

 では、そういう情報のまとまりとしてはどんなものがいいのかというのが４番のところ

です。 

 まず、農山村からの情報発信ということで、今ホームページがいろいろ立ち上がってい

るわけなんですが、うまくいっているというのはなかなか少ないのではないか。したがっ

て、複数の農山村の連携等によって一体的な情報発信としていく地域連携ということが必

要となってくるわけなんですけれども、ただ情報の信頼性ということを考えてみると、や

はりその情報が face to face で確認できるような範囲、すなわち車で１時間程度で移動で

きる範囲というものを一つのメルクマールと考えてもいいのではないかといった提案でご

ざいます。 

 ５ページをお願いします。５つ目としては、教育機関との連携ということが今後こうい

う農山村からのＩＴを通じた情報発信ということでは必要ではないか。すなわち、2001 年

度までに公立の小中学校はインターネットに接続され、研修なども行われるということに

なってきますと、生徒、教員のＩＴリテラシーはかなり向上するのではないか。他方、地

域の情報発信を行うということは、発信者の地域への関心を高めるということが考えられ

る。こういうことを考えてみますと、地元にある教育機関といかに連携するかということ

が非常に重要になってくるのではないか。 

 情報をどのように編集するかということを今後教育機関で学ぶということになると思う

んですけども、それと同時に自らが属する地域のアピールに貢献するというシステムを組

み込むことができないか。すなわち、公立小中学校に導入されるＩＴの利用体制と、それ

から地域情報の発信体制、これをどういうふうに連携していったらいいのかという点を一



つ考える必要があるのではないか。 

 もう一つは大学教育との連携ということになるんですけれども、情報発信と考えても、

やみくもにやっていいというものではない。すなわち、地域の個性を印象づけるためには、

それらの素材を編集して、他との優位性をアピールするというものにしていく必要がある

と思うんですけれども、地元にある大学と連携するということがこの問題を解決する上で

非常に有効ではないか。すなわち、地域振興に関心を持つ学生、それから情報発信に関心

を持つ学生を育む教育というものが地方の大学に求められるとともに、このような学習に

適した場を持つためには、地元の協力をいかに構築していくかということが重要ではない

かという提案でございます。 

 ６つ目なんですれども、情報発信を中心とする公的支援ということになってくるとどう

いうことが考えられるかということです。 

 まず、前回までの議論の中にあった教育プログラムだとか、あるいは酒づくりみたいな

話などについて、純民間ベースでできるような情報発信を通じた交流というものを考える

わけですけれども、やはり里山とか棚田の整備とか、農作業の手伝いということになって

くるものが多いということがあって、地方自治体がかなり関与していくというのが見られ

ます。 

 ６ページなんですけれども、そもそもそういうものは無償労働を前提とした取り組みと

いうことで、コマーシャルベースだけでやっていくというのは難しいと思うんですけれど

も、本当に最後まで地方自治体が関与していいのかというのは疑問ではないか。すなわち、

公共機関が関与する場合に、地域の自主性が妨げられるという部分が出てくるのではない

か、あるいは他地域との差別化をもたらす特色ある取り組みというものが阻害されがちに

なってくるのではないかといったことが懸念される。 

 他方、こういう情報発信を中心とする地域振興プロジェクトの特色を見てみると、イニ

シャル・コストが余りかからない。あるもの勝負ということになるということかもしれま

せんけれども、余り最初の投資は要らない。ただし、かなりのランニング・コストがかか

ってくる。継続的な情報発信ということになってくると、どうしてもそのランニング・コ

ストが大きな問題になってくる。 

 こう考えてくると、イギリスの方でやっているわけなんですけども、無償労働を中心に

した支援体制を組む。すなわち、無償労働そのものを仮想の金額計算をして、その無償労

働に相当する部分と同額を公的支援する。すなわち、いかにボランタリーな事業を仕組む



かということで、できるだけボランタリーなベースを中心とする事業にしていくというや

り方ではないか思っているところです。 

 ７つ目として、こういう情報発信をやった場合に、地元の情報産業というものを育てて

いく必要があるでしょうということです。ローカル放送局とか、あるいは地元自治体とい

うところの協力のもとに、情報を受け、理解し、編集し、新しい情報を創造し、他地域へ

発信する仕事をメーンにするような仕事を地元につくり出していくということを早急に進

めていかないとだめではないかということです。 

 ８つ目、最後なんですけれども、地域全体でＩＴリテラシーの向上を図るということを

考えた場合に、防災訓練というものを利用して地域全体のＩＴリテラシーを向上していく

という考え方がとれないかということです。すなわち、インターネットを通じ地域情報を

他地域に対し発信するという訓練は、まずＩＴを不得意とする人とＩＴに通じた人との連

携をどうするかということが中心になっていくと考えられますので、地域全体がＩＴを通

じた情報発信を行う体制を整えていくプロセスに大きく寄与するということが期待できる

ということでございます。 

 以上、簡単ですが、これらについて事務局で考えてみたのですが、ここで議論していた

だければありがたいということでございます。 

（中川座長） どうもありがとうございました。 

 それでは、早速ご検討いただきたいと思います。 

 資料２については、８つのテーマがございますけれども、その一つ一つについて順次ご

議論いただきたいと思います。それで、一応事務局から割り当てられた時間は１項目 10 分

ということですけれども、何もそれにこだわりませんので、必要なところでは十分に時間

をとりたいと思います。 

 それでは、まずテーマ１、ＩＴと情報の受発信という事項に関しまして、一応メモを先

ほどご説明いただきましたけれども、この内容に関して、どなたからでもご発言いただけ

ればと思います。 

 これは基本的には、ＩＴと情報の受発信に関する現段階に至る足取りを整理されたとい

う感じがあります。このこと自体は余り疑問はないのではないかと思うんですけれども、

あえて言えばこういうことになるかということでＥ委員、どうですか、何か１の項目に関

して。まあこんなところだということかもしれないんですけれども。 

（Ｅ委員） ただ、１ページの一番最後に「エンド・ユーザー同士での情報交換が可能で



あり、情報内容のわずかな差でも他との差別化が可能である」ということなんですが、こ

このところは「わずか」と言うよりは、何かに特化するとか、そういう差別化でと言う方

が、今インターネットを見ますと情報発信になりますと。これは一般的な言い方なんです

が、ウェブにホームページをつくったときに、いかに利用してもらえるかということの理

論と同じだと思います。自分でホームページをつくっていかにもうけるかといったときに、

いかに皆さんに見てもらえるかと。そういったときにテーマの選定というのがかなり重要

になってくるかと思うので、「わずかな差別化」と言うよりは「特化した」と言う方が良

いと思います。 

（中川座長） ほかに何か。Ｃ委員、どうですか。 

（Ｃ委員） これは大変ですが、 3,300 の自治体がもしもやってしまうとすると、今、Ｅ

委員がおっしゃったように、少しくらいの差ではちょっとほかの差別化というのは難しい

ということはあるでしょうね。例えば 3,300 を 300 ぐらいに分けるとしても、地域からの

情報発信というのはそんなに違うというか、地域によってドラスティックに違うようなこ

とは考えにくいと思うんです。だから、これは大変なことは大変だと思います。 

（中川座長） この地域からの発信という場合に、前段テーマの中で言えば、公的支援の

問題とか、組織体制のあり方とか、要するにその地域からの発信の地域というのは、地域

であることの主体というのをどこら辺に想定するかということは、今は自治体とおっしゃ

いましたけれども、これは後でちょっと議論しないといかん問題だろうと思うんです。 

（中川座長） Ｄ委員、どうですか。 

（Ｄ委員） ２点ほど考えたんですけれども、上のパラグラフのところで言うと、確かに

このとおりだと思うんですけれども、結局、今までの一方的なメディアだと、スイッチさ

え入れておけばもう向こうで一方的におもしろおかしく情報を流してくれたんですけれど

も、ＩＴ時代にここに書いてある状況になると、アクセスする側の主体性というんでしょ

うか、自分で何を見たいとか、何をしたいという気持ちがないと、これは余り楽しくない

メディアだと思うんです。つなぎっぱなしにしておいてもインターネットのホームページ

ってほとんど変化しないわけですから、ところが、今のテレビですと、時間帯に合わせて

ニュースも流してくれるし、野球中継もやってくれたりするわけです。ですから、そうい

う状況になっていったときに、近づいてくるんですけども、見る方からすると、つまりア

クセス側が主体性を持っていないと、何を見たいということがはっきりしていないと、ど

うなのかなというのが１点。 



 それから、ここに書いてあるように、だれでも発信できるといっても、今見ていますと、

ほとんど自分のひとり言のように絵日記みたいにずらずら自分のホームページで書いてい

るのがあるけれども、それを見るのもつまらないわけではないんですけれども、そういう

ものがたくさんふえても、今、Ｃ委員がおっしゃられたように、どうやってそれを見るの

か。だから、その結論の一つとしては、一種の検索エンジンというんでしょうか、そうい

うものが既に今地域に関する検索などですぐれたものもありますけれども、そういうもの

がうまくマッチしていないと、せっかく 3,300 が一斉にやって、それが目にとまるという

機会がなかなかないですから、目にとまるような仕掛けを、今日的な言葉でいうと検索エ

ンジンとかいうことになろうと思うんですが、一方では何か、公的なところがやるかどう

かは別として、そういうものをしていかないと、ただ全国一斉にみんなが情報を発信した

から何かうまくいくとか、そういうものでもないんじゃないか。そんな２点を思いました。 

（中川座長） Ｆ委員、どうですか。 

（Ｆ委員） 地域はドラスティックに違わないんじゃないかという意見が出ているんです

けども、私は 3,300 の市町村がそれぞれ情報発信をすることはできるし、やはり地域とい

うのはそれぞれ全然違うと考えていますので、地域資源とか、それから地域の歴史を基礎

にして農山村の文化なり産業なりというものが成り立っているわけですけれども、そこに

着目して、そこがコンテンツであるということが気がついて、そこを特化した差別化とい

うのを行えば、やはりそこそこの特徴というのは出ると思います。ですから、地域に特化

した情報発信をするからこそ、特徴が出ると考えますが。そのぐらいでしょうか。 

（中川座長） Ｇ委員、どうですか。 

（Ｇ委員） 私は今のご意見に賛成はできないんです。そんなに違いをつくるというのは

難しいと思います。それぞれの地域へ行くと、よく「うちの山は日本一だ」とだれも言う

んですけれども、そんなことはあり得ない。それぞれその地域としてはすごく特徴かもし

れないけれども、全体に埋もれてしまうと、そう特徴的につくるというのは難しい。しか

も、インターネット上に公開してそれを特別扱いにして特に目立たせるということは至難

のわざでしょう。 

 そこで、私はここの資料２で書かれいてることころは何が言いたいんだろうかと考える

と、既存のメディアに対してこれからのインターネットを初めとする新しいメディアがど

ういう特徴を持っているかということを特に書きたいという意図だと思うんですけれども、

そういう意味では既存のメディアと新しいメディアの役割分担をどうするかということを



よく議論すべきだろうと思うんです。それぞれ持ち味が違うわけでして、逆にそれぞれの

地域の特色を出すのであれば、私は既存のメディアの方が都合がいい場合が多いと思って

おります。日観協が観光情報の分類といったことをやっていまして、これは５段階で整理

しているんです。０段階は思いと知識、１段階は誘発情報、２段階が選択情報、３段階が

計画情報、４段階が現地情報というような分け方をしています。これは、今の分け方をし

ますと、誘発情報まで、あるいは選択情報ぐらいまでは既存メディアの方が有利なんです。

計画情報とか現地情報ぐらいのところでインターネットが有効に働いてくるわけです。こ

れからのＩＴを云々する以上、既存のメディアをもう一回評価して、役割分担するという

ことを大事にした方がいいというのが私の今の意見です。 

（中川座長） 今、Ｇ委員がおっしゃったこの部分とちょっと重なりますが、ｉモードが

かなりのスピードで普及した、その部分は、これからさらにメディアが変化していくとい

う部分の評価にかかわってくることでもあると思うんですけれども、ここら辺は。 

（Ｂ委員） 今のＧ委員のお話で、基本はそうだと思うんですけれども、一個だけ思った

のは、誘発情報は従来のメディアの方がいいと。ただ、ここに書いてあるように、 1,000

万人が見ないとテレビ放送にならないというものではなくて、 1,000 人に１人という、要

はマスではなくて小さな単位ということなんです。確かに、既存のメディアの方が誘発情

報というものに関しては言えば効果があるとは思いますけれども、だからといって、今回

テーマにしているものが農山村ということなので、マスでの誘客とかということは余り期

待できないんじゃないかと思うんですね、もともと。そういうことを考えれば、必ずしも

従来のマスメディアが一番いいというわけでもないんじゃないか、そういうわけではない

ケースもあるんじゃないじゃないのかなと思います。 

（中川座長）  事務局はどうですか。何かもう少し議論をしますか。大体大きいところ

は出てきているとは思いますが。 

（事務局） いずれにしても、次に議論していく場合の認識の前提なので、大体こういう

ふうに皆さんに認識していただくと。というのは、要するにＩＴ、ＩＴと言っても今いろ

いろなものでＩＴと言われていますので、ここで取り上げるＩＴというのはこういう分野

なんですよというのをちょっと明確にしておくというのがここのパートの役割かなと思っ

ています。 

（Ｄ委員） 一つだけ、今のところで。そうすると、これは「新聞・テレビ」と書いてあ

るけれども、もうここ直近の数年間のニュースを見ても、テレビも大きく変わってきて、



従来のように一方的に送ってくるというメディアだけではなくなってくるということも認

識しておく必要があると思うんです。これが、サーバーが内蔵されて、好きなときにいつ

でも１日の番組が見られるとか、そういう技術がもう間近になってきているし、あるいは

いわゆるネットワークとの接続、ケーブルテレビとの接続によって、従来のテレビという

カテゴリーではもう分類できなくなっている。その認識だけはしておく必要はあるかと思

います。 

（中川座長） それでは、また最後に戻ってきてもらってもよろしいので、２つ目の項目

に入りたいと思います。 次の２のテーマは、農山村からの情報の受発信の目的というと

ころであります。これに関しましてはＧ委員がお詳しいようでいらっしゃいますので、ち

ょっとご説明をいただきたいと思います。 

（Ｇ委員） 私は前々からよく言っていることなんですけれども、地域で何で地域情報を

発信すると何が得になるんだとよく聞かれるんです。得になることはいろいろあるかもし

れないけれども、地域全体の振興を考える場合、どういう位置づけが地域情報発信される

べきだろうかということを説明するときに、よくこのモデルを使って説明します。 

 農山村というのは、一次産業が中心のところが多いんです。そのときに、ディズニーラ

ンドというのが年間１兆円もの波及効果を生み出すところなんだけれども、何でもうけて

いると思いますかとよく言うんです。そのときに、まずディズニーランドって何で行きた

くなるかというと、子供たちが小さいときからディズニー映画を中心にテレビや映画によ

ってアニメーションを見て行きたくなる。非常に楽しそうな場所だと。日本の場合は浦安

にありますし、アメリカには２カ所ありますけれども、行ってみると、非常に楽しくて、

非常に清潔であって、大人も子供も遊べる。だけれども、その２つ、情報を発信するテレ

ビアニメーションやテーマパークという場所を維持管理するには莫大なコストがかかりま

す。特に場所を維持管理するのは大変で、ホテルなどが典型的ですけれども、あいている

部屋を忙しいところへ持っていけないという宿命を持っております。ですから、ディズニ

ーランドもきっと暇なときもあると思うんです。だけど、お正月になるときのカウントダ

ウンのときが一番混んでいますけれども、そのときだけディズニーランドを大きくするこ

とはできないわけで、そういう施設産業のつらいところがあるんですけれども、ではどこ

でもうけているかというと、結局物を売っているではないかと。キャラクターグッズです。

あれは、ミッキーマウスのぬいぐるみなんて、あんな小さいものでも相当高いですね、 5,

000 円近くする。そういうグッズというものは、大量生産してローコストでつくって高く



売れる。そのかわり、今までやってきた場所の価値づけ、それから情報の付加価値を背負

っているのが、あのミッキーマウスのぬいぐるみです。だから高くてもみんな買う。だか

ら、情報の付加価値というものがいかに意味があるかということを申し上げるわけです。 

 ですから、農山村でも、そこでつくられるジャガイモやレタスが高く売れるためには、

その場所の情報発信を十分した方が得ですよということを申し上げるわけです。しかも、

来てその場所が気に入ってくれれば、なおさらなんです。それで、直売するわけです。す

ぐつくったものを売る。すると、さらにもっと高い付加価値がつくわけです。ですから、

直売と情報発信というのはこれから非常に重要な作業ですよということをよく申し上げま

す。 

 そういう意味では、情報発信を単独で議論するのではなくて、総合的な取り組みの一環

として見ましょうというのが、私の情報発信の目的を説明するときのものの言い方という

ことでございます。 

（事務局） Ｇ委員がおっしゃっているこういう組み合わせをうまくやることによって、

例えばここの地域情報発信という部分が、さっきのところで特化するとか、大きな違いが

できるかどうかという議論があったんですけれども、ここの情報がほとんど他と違ってい

ても、この組み合わせがうまくいっているかいっていないかで、アピールする効果という

のはかなり違ってくるということを考えまして、エンド・ユーザー同士でもいろいろな情

報交換があるということになってくると、その情報の中に入っているいろいろなことがち

ょっとだけの差であっても、もう最後のまとまりとしては大きな差になっていくのではな

いかといったことを言った部分なんです。ですから、もしこれがうまく組み合わせとして

できているようなところは、もうかなり情報発信というものがうまくいっているかなと思

うんですけれども。 

（Ｇ委員） ちょっと追加させていただきたいんですけども、そういう意味で、情報発信

と場所の整備ということを両方やる上で非常に有効な手段が、エコミュージアムというも

のの考え方です。各地で割合エコミュージアムが多くつくられています。一番早く手がけ

たのは、山形県の朝日町というところです。その他、岩手県の東和町とか、全国各地でや

っています。これは、小さい資源を寄せ集めて情報化していくというものの考え方です。

新しいものをつくるというよりも、既存の資源を活用していくという、私は資源活用型と

いう言い方をしていますけれども、施設開発型ではなく資源活用型のやり方。それでもっ

て地域の場所を整備し、活用していくというやり方です。これはすごくいいんだけれども、



案外朝日町というところは、知る人は知っているけれども、世の中全体にはさほど知られ

ていないです。インターネットを見れば、朝日町がそこまでやっていることはわかります。

 一方富良野は、エコミュージアムということはこれからやろうということで、今行って

話をしているところなんですけれども、だけどあそこは、マスメディアに非常に乗ったた

めに、だれでも知っています。この違いというところを我々はよく考えなければいけない

と思っています。両方大事だと思うんです。 

 それともう一つ申し上げたいのは、グリーンツーリズムの先にグリーンライフを想定し

たいということです。農山村の課題は、交流人口を確保するだけではなくて、最終的には

定住人口にそれを転化していくということが非常に大きなテーマです。グリーンツーリズ

ムはただ遊びに来るだけですから、さらに住んでもらうということまで含めて、この図に、

グリーンツーリズムの上にグリーンライフという言葉を追加していただきたいというのが

私の希望です。 

（中川座長） それでは、どうぞご意見を適宜出していただきたい。Ｈ委員、いかがでし

ょうか。 

（Ｈ委員） 取っかかりとしては、これから始めるのが一番現実的かなと思います。それ

と、Ｇ委員のご説明は非常にわかりやすいなと思いました。 

（中川座長） それでは、Ｆ委員はいかがでしょうか。 

（Ｆ委員） Ｇ委員は今、直売と情報発信が２つ一緒に進むことがすごく大切であるとお

っしゃって、それはもう同感です。直売というのは、どこでも今ここ４、５年すごくふえ

たんですけれども、それをどう位置づけるのか。情報発信というものと組み合わせて生か

すことが大事なんだなということがわかりましたので、大変参考にはなりました。 

（中川座長）Ｅ委員は。 

（Ｅ委員） 多分こういうイメージじゃないかなという感じはします。 

（中川座長） そうですね。これは非常にわかりやすいですね。 

 Ｄ委員はいかがですか。 

（Ｄ委員） 地方でで最近お米で売れているところというのは、都市部の人が、ある特定

の人なんです。例えば、私が農家で個人の名前でお米を販売していると仮定すると、その

Ｄの田んぼでつくっている米は、ちゃんと無農薬でつくって、そしておいしいということ

が定評になると、もうそこの僕がつくったお米を買いたいというで申し込みが来るんです。

それを今一部の生産者たちがやっているんですけれども、自分のつくっている商品とイン



ターネットを結びつけて、僕はいわば顔が見える商品という言い方をしているんですけれ

ども、そうすると、この人はどんな人でどういうところに育ってどんな思いで、例えばト

マト１個をつくっているとか、米をつくっているとか、それをウェブ上から情報を得るこ

とによって、この商品に対するその人の生きざまと商品が結びついて、それがまた横のつ

ながりで、Ｄのお米は大変うまいですよとまた友達に伝えて、「それでは私も買いましょ

う」というので、今まで農村から都市に来る一つの商品、たまたま物の例が出ているわけ

ですけれども、余り顔が見えなくて何とか農協から来たというものですけれども、それを

一歩超えて、こういうインターネットを使うことによって顔が見える商品というものにな

ります。しかもそれがインタラクティブになっていますから、何かあったら質問をしたり

ということができることによって、商品の価値は普通より高いんですけれども、それでも

断るぐらいに売れている。そういうお米も現実にあらわれてきているんです。ですから、

顔の見える商品の提供みたいなことで、そういうのも都会の人も最近求めてきている、無

農薬とかあるわけですから、そこがうまくリンクしていくと、まさに個客の個というのは

個人の個となるわけですけれども、個客管理ということにもつながっていくのではないか

なと思っています。 

（中川座長） わかりました。 

 それでは、Ｃ委員はいかがでしょうか。 

（Ｃ委員） 今読んでいて思ったんですけれども、きょうの資料ですけれども、なかなか

よくできた資料だと思いました。それで、地方分権推進法がことしの４月から施行されま

したけれども、もしあれが来年ぐらいに延びているのであれば、全くこれが１項目入って

もいいくらいの、つまりＩＴを活用した地方分権、つまり地域づくりを地域で担っていく

という一つの大きな項目にこれが入ったんじゃないかという気がするくらいのいいできだ

と思いますね、これは。 

（中川座長） そうですね。そこで、主体をどうするかというところも後でしないといけ

ないと思うんですが、公的支援とのかかわりを含めて、そこら辺にだんだん入っていける

ような感じがします。 

 続いて、Ｂ委員、いかがですか、こういう考えは。 

（Ｂ委員） このとおりだと思います。 

（中川座長） Ａ委員はいかがですか。 

（Ａ委員） 前回にもありましたけれども、都市住民が農山村に何を求めるかということ



ともちょっと関連すると思うんですけれども、前回の議論の中で都市住民が「行ってみた

い」「買ってみたい」「学びたい」「知りたい」とありましたが、そのほかに多分「食べ

たい」とか「遊びたい」とか、そういうのもあるんじゃないのかなと思うんです、例えば

観光地であればですけれども。そういう本能的な部分というところでそこの農山村の方と

かかわりたいとか、そういう気持ちというのは結構あるんじゃないかと思うんです。問題

は要するに、観光地としての農山村として考えれば、そういうことをやっているよという

ことの情報発信をどうするかということなんだろうと思うんですけれども、それではどれ

だけ知られているか。 

（中川座長） それでは、これもＧ委員のご説明と皆さんのご議論の中で、おおむねこう

いう方向だろうということで、若干Ｄ委員やＡ委員から観点の追加みたいなご議論はあっ

たんですけれども、基本的な認識としてはこういうことであろうということだったように

思います。それでは、次にいかせてもらってよろしいでしょうか、３つ目は、３ページの

中ごろ、情報受発信のための組織・体制というところで? 、? 、? と３つの観点から整理

されておりますが、こういう考えについて、これに追加する意見、あるいはこれから離れ

てご自由にお話しいただいて結構ですけれども、いかがでしょうか。ここら辺の基本的な

観点は、Ｄ委員、どうでしょうか。３の部分です。 

（Ｄ委員） これまた私の私見なんですけれども、受発信と書いてあるわけで、 3,300 ほ

どの自治体が情報を出すわけですけれども、同時に自治体自体が、地域と呼んでもいいで

すけれども、地域自体が他の地域の情報に耳を傾けられるかということが非常に重要だと

思うんです。我々の行動が、東京から来る情報はいい情報なんだ、大阪から来る情報はい

い情報なんだ、隣の村から来る情報は劣っているんだという意識が、やっぱり地域にある

んですね、厳然として。今回の議論は都市と地域ということの対比で議論されているわけ

ですが、地域が都市だけに情報を送っているということだけではなくて、やっぱり地域の

横の地域間ですね。ところが、なかなか日本の今の状況というのは、地域間の情報を余り

重要視しないという風潮があるんです。 

 これはいつもいろいろなところで話すんですけれども、博多モツ煮込みというのが、あ

るときある地方にお店ができたんですけれども、もともと博多発の博多モツ煮込みなのに、

できたお店ののぼりは「東京で有名な博多モツ煮込み」。そう書かないとお客が来ないん

です。そうしないと山形にお客が来ないわけです。博多から入ってきたって、そこだけだ

とやっぱり弱いんです。東京から入ってきたというと耳を傾けるんです。その構造という



のはやはりまだ根強いものがあるんじゃないか。そこが受発信と言った以上は、発信する

だけではなくて受信しなければいけないので、これはここで議論してもしようがないこと

かもしれませんけれども、そういう地域自体も地域の情報に耳を傾ける構造というのが必

要なのかなと思います。 

（中川座長） 今のＤ委員のご指摘、事務当局はどうですかね。必ずしも都市と農村だと

いうことでは必ずしもないのではないか、地域間という問題もあるのではないかというご

指摘ですが。 

（事務局） 農山村の持っている情報を発信する先というのは、地域もあるし、それから

都市もあるということになっていくんだと思うんですけれども、ではその情報を今度はど

ういうふうに使うかとなると、都市の人はさっきのところで言うと「行ってみたい」「買

ってみたい」という行動につながっていくだろうし、あるいは「学びたい」という分野も

多分一部あるだろう。それに対して、では地域の人はその情報に対して「参考にします」

となるのか、あるいは「私も行ってみたい」となるのか、その辺はちょっとよくわからな

い部分なんですけれども。ですから、農山村同士の交流というのはかなり進んでいるんだ

と思うんです、同じ目的意識を持っているという意味では。 

（中川座長） そこはもう縦割りですわ、日本は。隣村が何をやっているかはほとんど知

らないですな。隣村はわからないね。飛行機でも、やっぱり大都市間の飛行機であって、

田舎同士の飛行機はほとんどないんだよね、 

（事務局） その辺は、だから例えば本当に棚田サミットであるとか、ああいう特殊なも

のについてだけの情報交換はあるけれども、一般的な同じような地域の問題を抱えての問

題意識の交換というのは余りないんですかね。 

（中川座長） だんだんできてきたけど、棚田などというのは特殊性が高いんです。コミ

ュニケーションはほとんどないですよね。どうですか、Ｈ委員。 

（Ｈ委員） 私の住んでいる県には過疎サミットというのがあるんです。村、町で過疎な

ところが集まって、町村会館の中に事務局があって、年に１回ぐらい。出てくる問題はど

こも一緒だから、解決策とかは出ない。同じレベルのところが集まって話をしても知恵は

出ないという状況はあるんです。 

（Ｇ委員） そういう意味では、確かに先生がおっしゃるようにないんです。ないけれど

も、最近ちょっとずつ出てきているのが、岩手の人が沖縄のある島だったかへ行って、そ

れこそボランタリーに庭木の手入れをしたりして何日か過ごすとか、そういうことが始ま



ったと。沖縄へ行ったときにそれを聞いたんですけれども。要するに何が言いたいかとい

うと、同じようなところ、同じ寒いところと寒いところの人が集まっても傷のなめ合いみ

たいなものになっちゃって、温かいところ寒いところとか、海と山とか、そういう違うも

のを持っているところが交流する可能性は、動機づけは十分あり得る。これからはそうい

うものを期待したいなという気はしますけれども。 

（中川座長） それ以外にもここに論点が出ていますけれども、①だと、今あるものをう

まく活用して、他との差別化を図るという取り組みというのが大事だという話とか、また

②では情報をできるだけリアルタイムにやる、需要があるものを情報化するという対応が

必ずしも必要とはならないというような論点整理もあります。一方、③では、きちんとし

たリアルに基づくものでなくてはならないと。基本的には原則についての提案も発してい

るような感じがするんですけれども、ここら辺の部分も含めて、Ｆ委員、どうですか。 

（Ｆ委員） 発信による反響をきちんと受けとめる体制が取り込めるかどうかということ、

これはすごく大きな問題だと思います。情報発信をした場合、今はインターネットの場合

は比較的個人が発信していることが多いんですが、物流が伴ってきたりとか、それから実

際にお客さんを受け入れるという段階に入ってくる場合、もしくはプレゼントとかをやる

と、例えば１晩で 350 人とか 400 人とかの数の希望が来ますけれども、それに対しての受

け答えとか、ちょっと発信したことに対してのリアクションというのは、かなり大きなメ

ディアになっていますので、これを受けとめる体制、人のこともありますし、それからプ

ログラムをコンピューターでどう処理していくかということもありますし、それとどうつ

なげるかというあたりのこともありますし、いずれ発信による反響をきちんと受けとめる

体制といったときのかなりいろいろなものを想定しておかないと、すごく忙しくなる。一

度忙しくてこたえられないと、もう次には来てくれないんです。 

（中川座長） すぐに物が足りなくなるんですね。農産物の場合は、よそから融通してく

るというわけにはいかないようになっていますから。 

（Ｆ委員） そこら辺はかなりの規模の反響があるということを前提に置いた体制をつく

っておかないといけないと思います。     。 

（Ｅ委員） ちょっと②のところなんですが、これはもう感覚の問題化もしれませんが、

リアクションを起こすために情報を提供するというのがあって、そのためには基礎的な話

で情報は常に新しくリアルタイムであるということかなという気がするんですが、そうい

った意味ではリアクションが起こせるというのは、ある意味では需要のある情報と言って



もいいんじゃないかなと思います。 

（Ｄ委員） 今おっしゃったことの流れで、リアクションを起こす、これは非常に重要な

点ですが、それの裏返しになりますが、リアクションが起きた以上、それに対するレスポ

ンスが、出す方はリアクションを期待して出すわけですけれども、来た方の情報に対して

きちんと対応ができていないとすれ違いになってしまうわけですから、これはもうパッケ

ージでできていないといけない、車の両輪のような関係かなという感じがいたします。 

（中川座長） そうですね。非常に大事なご指摘をありがとうございます。 

 Ｃ委員、いかがでしょうか。 

（Ｃ委員） このあたり、この最後に書いてあるボランタリーベースでの仕事というのが、

ちょっとつらい局面をむかえるかもしれませんね。やっぱり、例えば三セクが失敗してき

た例に言われるように、責任体制というか、責任が伴わないというか、そうなってしまう

とちょっとつらいことになるような感じもしますね。例えば何か間違い、あるいは現実に

事故があった場合に、責任を負わせることができるのかというのを含めてですが。 

（中川座長） これは４ページの一番上の「集団活動を組織するという観点が不可欠であ

る」という、この集団活動を組織する主体はだれであるかという議論もまたちょっとする

べきなのと違いますか、そういう意味では。ボランタリーベースで安定組織をつくるとい

うのは、非常に抽象的には文章としては成り立っているけれども、田舎の実態を考えたら、

すぐ農協が出てきたり、役場が出てきたりするわけなんだけど、ただものすごい限界を持

っているわけです。そうすると、ここに書いてあることは一体だれが受けとめるかという

部分。これは、実は６番目とか、４番目も含めてちょっと議論のある部分です。 

（中川座長） 事務局から４ページの上のここの部分の趣旨をもうちょっと説明してもら

えませんか。 

（事務局） いや、まさしく今おっしゃられたように、まず集団活動というものがやっぱ

り必要なんでしょうと。それはわかるんです。集団活動を主体的に担っていくのは、やは

りボランタリーベースな人を集めてやらないと、多分成立しないでしょう。それを要する

にただ安定的な組織にするということになってくると、だれがうまくそれをオーガナイズ

していくかということになっていくんだと思うんです。 

（中川座長） Ｄ委員、どうですか。やっぱりさわりはここら辺ですね。 

（Ｄ委員） これは後ろの方にも出てくるんですが、その一つとしては教育機関で、大学

などもそのターゲットに入ってくるんですが、やっぱり、Ｃ委員が言われたように、ボラ



ンタリーという意味が全く無償という、もちろん金銭を目的にやるわけではなくて、それ

自体がおもしろければ学生でも大学院生でも結構参加してくるんですけれども、ただ単な

る下支えみたいな位置づけだけだと、長続きはしないのかなという感じがいたします。そ

うなってくると、ではどういう形でこれを回していったらいいのかという仕組みは、海外

などでは、ＮＰＯみたいな組織ができて、各地域に支部があって、それをサポートする体

制ができているところもあるようですけれども、日本はまだそこまで熟していないのかな

と。そうなると思います。 

（中川座長） 逆に、なぜ日本ではＮＰＯ的な主体が生まれにくいか。特に田舎では生ま

れにくいですよね。東京ではいっぱいあるんですけれども、田舎でＮＰＯは少ないです。

やってみてもほとんど動かない。 

（Ｃ委員） 東京の場合には、やっぱりビジネスチャンスがあるからできるんですね。別

なところできちんとビジネスもやっているでしょう。 

（中川座長） そうですね。ここら辺というのは、Ａ委員、どうですか。 

（Ａ委員） さっきプレゼントという話があったんですけれども、もしプレゼントします

という情報を仮に出した場合、要するに例えばテレビ局で言いますと、番組を見た感想を

お寄せくださいと言っても全然来ないとします。ところが、それにプレゼントをつけると、

そうすると応募がかなり来るんです。それはつまらないものでもいいわけなんです。何か

もらえますということになれば、じゃちょっと出しておこうかというようなおもしろ半分

みたいなことでいっぱい出す。では農山村でそれをやった場合、例えば農産物をプレゼン

トしますと。それは農協とかの組織ならできることかなという気がするんです。それを今

度はＮＰＯあるいはボランタリー的な人たちがプレゼントします、その発送作業、それか

らそれにかかる送料、もろもろの手続をどうするんだと意味で、ボランタリー的な観点だ

とすると、やっぱり人間って動かないんじゃないかなという気はするんですけれども。 

（事務局） そうなってくると、昔はいろいろな、例えば消防団とか、そういうのが村々

にあったわけですね。 

（Ａ委員） 今もあります。 

（事務局） 要するにボランタリーベースを中心にした集まりが。ああいう形で何かうま

く実効性あるようなものができないかなという発想なんです。その場合に、一つボランタ

リーベースの仕事に対してアシストしましょうと。すなわち、公的なお金をつけるという

ことになってくるわけなんですけれども。それで、だんだんそれが形づくられてくると、



Ｄ委員がおっしゃったように、ＮＰＯというものができてくるのかなと。ただ、今から、

ではＮＰＯでいけというふうになっても、今ではなかなかないわけです。だから、その辺

がちょっとジレンマというか、難しいところであるんですけれども。ただ、どっちが先か

だと思うんですけれども、資金の受け手になりますよという、何かそういうものが仕組み

としてはあるとすれば、そこは後ででき上がってくる部分があるんじゃないんですか、組

織として。 

（Ｇ委員） それはちょっと無理だと思うんです。田舎へ行くと、ボランティアイコール

出役なんです。どこかの溝を掃除するから出てこいという、あの感覚が先に来ちゃって、

ボランティアって横文字だけどすごく拒否反応が結構あって、僕はそれで、決定打はない

んですけれども、むしろ都市住民の方に期待したいんです、ボランティアを。例えば、清

里のキープ協会がやっているカンティフェアというのがイベント大賞を取ったと思うんで

すけれども、事務局は田舎にあるんですけれども、駐車場の案内から何からみんな都市住

民がボランティアで下働きをやっているんです。それでイベントをつくり上げて、みんな

で打ち上げをして、その打ち上げが楽しいから大いに楽しんで帰ってくる。だから、働く

のも一緒に、楽しむのも一緒にやるわけです。そういう動きができないかなと。 

 久留米シニアネットワークというのがありまして、久留米市なんですけれども、それは

シニアの人たちが、もう定年退職した人たちも多いんですけれども、ホームページをつく

れるような研修を受けて、それで今度は商店街とかのホームページをつくったりしている

ような人たちがいるみたいなんです。そういうものの発想と、さっきの都市住民が田舎に

行ってボランティアするという発想を組み合わせると、割合これから大量に都市にはシニ

アの高学歴のなおかつ暇な人たちが発生しますから、その人たちのボランタリーを田舎に

持っていく方法はないだろうかというのは感じますけれども、いかがですか。 

（Ｂ委員） 今のご意見はそうだなと思ったんですけれども、これも極端な例かもしれま

せんけれども、例えば西表島とか、ああいうところへ行くと、まさに島民というよりも外

から入ってきた人たちが集団になって、そこのガイドを組織立ててやっているとか、北海

道などでも、然別のネイチャーセンターとかというところでも、内情はほとんど外から来

ている本当に若い人たち。報酬的にはすごく少ないので、多分妻子持ちとかでは苦しいと

思うんですけれども、若い人たちなどが入ってきてやっていらっしゃるとかというのがあ

るかなという気がします。 

 あともう一つ、組織・体制といったときに、多分これは中山間地ということなので、い



きなりＮＰＯとか集団活動を組織するということも大事だと思うんですけれども、基本的

にはリーダーというか、やっぱり人材という、リーダーですね、そういう人がいないと何

ともならないのかなと。そういう人がいれば逆に、ＮＰＯなのか何かわかりませんけれど

も、何とかなるのかなという気はします。例えば青森県などでも、もともと東京におられ

てＵターンか何かされて帰ってこられた人などがリーダーになって、申し込みがあれば、

地元の人をまとめて、ボランタリーチックではあるんですけども、ある種ちゃんとお客さ

んからお金をもらえるような、そういうツアーもできているとか。ですから、まずはリー

ダーといいますか、そういう人がありきなので、いかに中山間地の中でそういう意識を持

っている人を見つけ出すのか、あるいは自治体が一緒になって外から引っ張ってくるのか、

そんな動きが必要ではないかという気がします。 

（中川座長） Ｆ委員、どうですか。 

（Ｆ委員） ボランタリーベースでやっていく方がおもしろくはなると思うんです。では

いずれどこが受け皿になるのかといって私が想定できるのが、やっぱり商工会などの中の、

それも 30 代、40 代で自分の経営を回している方がこの中心になるというのはすごく厳し

い。思いはあるし、実際は動けますけれども、そうでなくて、先ほどＧ委員がおっしゃっ

ていましたけれども、これから都市部から定年になった人が大量に地方に帰りますね。そ

の中には、一応ネットワークとかコンピューターについてとか、それからその土地につい

ての企画のできるようなタイプの方もかなり帰られると思いますが、実際に実務で考える

と、例えば 57～58 から 62～63 ぐらいの方で新しく村に帰られた方たちを組織して、実際

はスキルがあればそういう方たちはどんどん動きますから、この中にあるように、実際に

その能力を高めるための研修というのが体系化されて、そういう方たちが受けられるよう

になってくれば、やっていけるんじゃないかなという、ちょっと希望的な観測かもしれま

せんけれども、そういう気はいたします。 

（中川座長） 今、商工会と例示されましたけれども、例示の中に農協は入っていなかっ

たですけれども、それはどうしてですか。 

（Ｆ委員） 農協は、広域の合併農協の企画課ではなくて、支所のＡコープの方だったら

多分やると思いますけれども。 

（Ｆ委員） 地域といったときに私がイメージするのは、やっぱり学校というか、小学校

区で、旧村ですね。合併前の市町村単位。役場の支所があって、小学校があって、農協の

支所がある、その単位での組織というのが一番その地域に根差しているものですから、実



効が上がるんじゃないかと。ですから農協支所は入ります。 

（中川座長） なかなかいい意見がたくさん出てきましたが、事務局からはどうですか。 

（事務局） あと、そのボランタリーベースということでは、情報というか、直接ＩＴに

かかわらずに、例えばＩＴで情報発信をして、お客さんというか、都市の住民を呼んでき

て、その農山村地域で例えば機織りを教えるとか、いろいろな昔からの農作業、あるいは

織物とか、そういうものを教えるということを多分地元の高齢者がやるという場合に、そ

ういう人たちがボランタリーベースでそういうことに携わるというのは、やっぱり不可能

なんですか。 

（Ｈ委員） それはあるでしょう。 

（事務局） そういうことはあるんですか。 

（Ｈ委員） それは、今でも各村とか町にある、名前はいろいろ違いますけれども、伝承

工芸館とか、要するに観光物産館みたいなものができておりますから、その中で体験コー

ナーで織物とか漬け物を漬けたりとかは今でもやっていますから。 

（Ｈ委員） 車代くらいは出ているんじゃないですかね。 

（事務局） その程度は出すとしても、要するに全体の、例えばさっきで言いますＴＤＬ

方式の中の一つに組み込むことというのは、それは大丈夫だという認識でいいわけですね。 

（Ｈ委員） 今実際にやっていますけれども、問題はないです。 

（Ｉ委員） だけど、事務局がおっしゃっているような状態というのは要するに、手に技

術がある、手織り機とかですが、そういう連中も今はもう 70 とか 80 のお年寄りで、もう

その世代が亡くなると全部田舎にはそういうものがなくなるという、すごいぎりぎりの時

期なんです。やるならもう今５、６年しか残っていないんじゃないかという僕の懸念はあ

ります。 

（事務局） ただ、要するに今の若い世代にとっては、我々にとっては当然だと思ったこ

とでも、かなり同じようなことで思う部分もあるんじゃないかと思うんですけれども、そ

れはないんですか。 

（Ｉ委員） いや、もっと都会的ですよ。50、60 ぐらいの地方の方は。 

（事務局） 40、50 の主婦あるいは専業農家が持っている知識というのは、やっぱり都市

の生活者にとっては今は全然役に立たないんですか。 

（Ｉ委員） そんなことはないです。 

（事務局） 自然との共生という観点からなんですけれども。 



（Ｉ委員） もっと言えば、今、若い 10 代、20 代と人口減少が続いているんですが、高

度成長時代に流出した現在 45 歳から 60 歳ぐらいの層が非常に薄いんです。ここのへこん

でいる部分を今事務局はおっしゃっているんですけれども、各農村とも 40 年代に 20 歳代

で流出した部分というのはものすごく大きいんです。 

（Ｆ委員） 出て、戻ってこないんでしょうか、その方たちは。 

（Ｉ委員） 戻ってきています、一部。だけど、例えば広島の中山間地域だと、早くから

兼業化が始まったから、この間までは戻ってきたけれども、戻ってくる人がもういなくな

っているという。要するに兼業化が一番最初 30 年代の前半に始まったわけですから、その

連中が都会で定年退職して帰農していた流れというのは 10 年ぐらい続いたけれども、もう

次の息子たちは絶対帰ってこないから。というのは、住んだことがないからということで。

それで、広島の山間部がほとんど終わりだと思うのは、後の還流する人口がいないという

ことです。これは非常に明快。 

（Ｇ委員） それは中国地方と東北ではちょっと違います。 中国地方というのは挙家離

村が非常に多いんですけれども、東北は割合そう多くないです。出稼ぎしているぐらいだ

から。 

（Ｆ委員） 中国地方と東北地方では、10 年はずれているんです。東北ではこれから帰っ

て、東海、近畿から中国、四国にかけてはもうこの波が過ぎちゃっているんです。 

（事務局） そういう意味では、例えばそういう状況にあると、先ほどの話にあったグリ

ーンツーリズムからグリーンライフというつながりの中では、また違った意味で何か提供

できるものはあるんですか。 

（Ｉ委員） ありますね。 

（事務局） そうなってくると、何かやっぱり情報発信といったものをきっかけにした流

れというのは、考えられるものではどういうものがありますか。昔の人の知識とか、そう

いう昔の、おばあちゃんの知恵といったものにかわるものとして、まさしくワイルドライ

フ、アートライフというところに関係する部分だと思うんですけれども。 

（Ｉ委員） 非常にいいことです。要するにガラガラだから、土地の値段がものすごく下

がっているから、だれでも入っていけるんですけれども、阻んでいるのは政府の規制です

ね、はっきり言えば。 

（事務局） 要するに土地を持てないということですか。 

（Ｉ委員） そうそう。そんな規制なんか要らんのですよ。土地の値段はものすごく下が



っとるんですから、そんなのは自由に取引させたらいいんです。例えば土地市場というの

をコンピューターで公開したら一番いいんです。要するに、あそこの値段はいくらぐらい

かとかいうような情報が入ってくるわけですが、みんな、あそこは自分にとっては条件が

いいと。それはいくらでもあるんです。それができない。これは要するに農村市場が公開

されていない、そういう意味では。 

（Ｇ委員） 本当にそうです。不動産の流動性が全くないです、田舎は。だから、山も畑

も買えないです。それと規制がありますね。 

（Ｉ委員） 農地法がありますから。 

（Ｇ委員） それが一番大きくて、プラス社会的な因襲がいっぱい残っている社会ですか

ら、新しく来る人は結構奥さんたちが苦労していますね。そういう障壁もありますし、各

種障壁が大きい。 

（事務局） 今のうちに、地方の人たちに外の人との接触の機会をどんどんふやしていく

というのは、２つの意味で重要だということですね。教えるものがちゃんとあるだろうと

いうことと、それから地方の人たちの意識を変えることによってそこの地域がもっと変わ

っていくということがあり得るだろうということで。 

（中川座長） そういう意味で、この情報化というのが、この双方向の情報受発信機能と

いうのがものすごく大事なんです。だから、それができるような制度的条件を含めて議論

をすべきであろうという感じがしますね。 

（Ｇ委員） それともう一つ、このさっきの、自分で言いながらおかしいんですけれども、

ディズニーランドモデルだけでは解決できないというか、違うフェーズもあると思うんで

す。それはテレワークだと思うんです。農山村に住むということは、農業を必ずしもしな

くたっていいわけですから、やはり新しいワークスタイルがＩＴ革命によって成り立てば、

地元の社会と関係なく勝手に住むことだってできなくないわけです、極端な話。その意味

では、今までテレワークするというのは一部の芸術家とか文学者だったりしたけれども、

デザイナーとか、いろいろな可能性が出てくるわけです。そこを僕は期待したいです。そ

れと、先ほどの不動産情報の流動性が出てくれば。 

（中川座長） それでは、時間がたってきましたのでまだちょっと不十分かもしれません

がこれぐらいにして４つ目の項目に入りたいと思います。情報の発信源としてのまとまり、

ここです。これも非常に大事な部分ですね。 

 要するに、車で１時間程度でうろうろできる程度という認識、face to face で、結局複



数の農山村の連携という、これは要するに今の市町村域よりやや広い、数町村のかたまり

という感じでやったらどうですかというご提案が具体的なような感じなんですけれども、

この部分はいかがでしょうか。 

（Ａ委員） 現実的な問題として、余りやっていないというのはあると思うんです。確か

に、近いところ同士でもっと仲よくしなさいというか、お互いの連携をとってという状況

はあると思うんですけれども、でもやっぱり田舎の村へ行けば行くほどその隣と、もちろ

ん村長さん同士は知っているんでしょうけれども、そこで協力してやっていこうというの

も、うちの方は何となくうちの方でやっていきましょう、お宅はお宅さんの方でやってい

ってねというような形で進んでいる。だけど、どっちかの村にやっぱり１人だれか人材が

いれば、その人がある程度隣の村にも働きかけて、例えばもう少し連携していきましょう

というまとまりは出てくるんじゃないかなということ。それから、ここにもありますが、

例えばそれが役場のスタッフに１人いれば、その人が音頭を取る、あるいは民間の人の１

人が音頭を取る。そこでまた確かに、役場の人が１人いれば、その人が相手の役場のだれ

かに働きかけて、スキルの向上というのも出てくるようには思うんです。ですから、どう

してもそこの１人いる人間がどうかということが、農山村においては強い意味があるんじ

ゃないかという気がしてくるんですけれども。 

 

（中川座長） そうですね。これが実はなかなか難しいんですが、Ｅ委員、どうですか。

農村情報化って、連携なんていうのはすごい難しいのと違いますかね。 

（Ｅ委員） ただ最近、一つはケーブルテレビでインターネットみたいな話があるという

ことと、番組づくりにもやっぱり金がかかるということを認識し始めて、最初から広域の

連携型でケーブルテレビを整備したいというふうにされているところが多いんです。そう

いう意味では、やっぱり皆さんが認識し始めて、まとまりつつあると。あの時期それでず

っといろいろ考えていたのが、多分この情報発信源としてのまとまりというのは、町村対

応ではなくて、もう少し皆さんで協力されたらいかがですかということをここで言いたい

んじゃないかなという気がするんです。先ほどからずっと考えたというのは、２ページ目

にＴＤＬ方式がありますね。恐らく僕は、この「モノ」ってあるじゃないですか、商品販

売の「モノ」。この「モノ」というのはサービス提供なんだろうなと、物の販売も含めて。 

（中川座長） モノもサービスの一種であるという意味で。 

（Ｅ委員） そういう意味です。確かにＴＤＬ方式だと「モノ」と言った方がイメージは



早いんですが、サービス提供で、先ほど集団活動の組織化という話があったんですが、あ

れは恐らくリーダーというか、草の根的に動く人がいて、その方たちが組織しやすい環境

づくりというか、呼び水をあげて、かつあとは周りにいる人たちを育てる環境が必要です

よと。それを受けて、発信源としてまとまっていきませんかと。一つだと確かにサービス

という点では一面なんだけれども、幾つも寄ればサービスは多面的に提供できますから、

逆に都市住民から見てもひっかかっていきやすいということがあるんですが、かかわって

きやすいという、何かそんな感じがします。 

 ただ、face to face で１時間程度という具体的な例がいいか悪いかというのは、ちょっ

と何とも言えない。まとまる場合というのは、経済的な広域圏といいますか、経済的な範

囲でまとまることは結構ありますので、それはちょっと実情に応じた広がりという感じじ

ゃないでしょうか。 

（中川座長） Ｆ委員、どうですか。 

（Ｆ委員） この「車で１時間程度で移動できる距離」というのは、ライトバンの後ろに

壊れたＰＣを積んで、夜遅くでも親しい人に「これをちょっと直してくれ」といってＰＣ

を持っていける距離というイメージなんです。ハードウェアのサポートとかでは、要する

にマンパワーだといっても、結局動くことというのはどうしてもネットワーク上あるんで

す。それは幾ら高速の回線が入っても。そのときに、ではどの範囲で責任を持ってもらう

かというと、車で１時間程度で移動できれば、ケーブルも回せるし、壊れたＰＣのフォロ

ーができる。これはすごくリアルな具体的なもので、「情報の相互確認」という書き方を

していますけれども、そこはもうちょっと広く考える必要のある具体的視点だなと思いま

す 

（中川座長） 実際的に町村界を越えて農民も地域住民も動いているという実態からする

と、これは非常に具体的な表現で僕はびっくりしましたけれども、そんな感じじゃないか

なと僕は思います。Ｇ委員、どうですか。 

（Ｇ委員） 同感です。やっぱり情報って何かバーチャルな感じだから、具体的なイメー

ジがわかないわけですけれども、こういうふうに言ってもらった方が、僕はすごくわかり

やすくていいと思います。これを僕の言葉で言うと、地方町村都市圏になるんです。広域

行政権にほぼ一致していますけれども、全国に 330 ぐらいありますね。そのぐらいの範囲

が割合都合のいい大きさで、行政的にも今後これは合併及び広域連合のどんどん進んでい

る進んでいるところなので、好都合であるということも言えますし、いろいろな意味でい



いと思います。 

（Ｉ委員） しかし、現実には合併にものすごく抵抗しているし、我々が考えているほど

うまくいかないけれども、だから新しい受発信主体をどういう範囲で置くかという概念と

しては、方向性を含めて、何か非常に適切な感じはします。 

（中川座長） Ｄ委員はどうですか。 

（Ｄ委員） ただあえて言うならば、一つのユニットとして出すというのはサプライサイ

ドの発想だと思うんです。つまり、デマンド発想。ニーズからすれば、その地域を知りた

い、例えばおいしいお酒を飲みたいと。そうしたら、たまたまこれは川之江の梅錦だった

と。あるいは、これは富山の銀嶺立山であったとか、要するに富山のサイトへ行って、そ

こでおいしい銀嶺立山を見つけるということもあり得るけれども、ニーズの方からいくと、

全国でおいしいお酒を飲みたいねというのがあって、たまたまそれが富山であったとか、

川之江であったとか。あるいは温泉にどこか行きたいと。自分の条件に合った温泉がたま

たま青森にあったとか、あるいは秋田にあったということであって、目的によって考えな

いと、それは農山村の方が出したいというサプライサイドの議論だと思うんです。ところ

が、デマンド、見たい方の人は、こういう視点で見る人ももちろんいますけれども、ふる

さとを知りたいとかはあるけれども、そのニーズというのは違うだろう。冒頭に私はお話

しさせていただいて、その意味では検索エンジンとかそういうものが必要だというお話を

したんですが、目的が何かということではないと、このサイトに見に行くという人がどれ

ぐらいいるかというと、故郷だとか、自分の出身地とか、そういう人だったらあり得るか

もしれないけれども、やっぱり何か目的を持っていると思うんです。それに対してうまく

情報がひっかかるような発信の仕方をしないと、丸ごと我が地域を理解してと、それは自

治体などが出すのは大いにやっていただいていいんですけれども、利用者は必ずしもそう

ではないと思うんです。それにも耐えられるような情報発信源という形を持っていないと、

Ｃ委員がさっき言われたように、ものすごい情報量になってしまって、１カ所１分見ても 

3,300 分かかるわけですから、大変な情報量になってしまう。そこのところが必要なのか

なと。 

（Ｇ委員） 今の話を聞いていて思ったんですけれども、そういうこともあるから、僕は

地域的まとまりがあった方がいいと思うんです。というのは、ブランドという言葉が大事

だと思うんです。地域ブランド。観光地のブランドでも、例えば木曽などというのは 11 町

村ありますけれども、木曽は一つずつ行っても余り知らない村が多いけれども、木曽と言



うと全国知っている人が多いんです。木曽の酒というと、酒のブランドもある。木曽の御

嶽山というと観光のブランドになる。検索する場合でも、レベルがあると思うんですね、

段階性が。そのときに、地域のまとまりというのは結構都合のいいところが多くて、さっ

きの富良野の話でも、情報発信をしているから富良野でできたジャガイモは高いんです。

名前がついているだけで、ちょっと高くなるんです。そういう意味では、地域の、例えば、

富良野は富良野で持っているということは大事かなと。 

（中川座長） 富良野というと、上富良野とか中富良野とかありますね。あれは、いわゆ

る富良野というのはどの辺を言うんですか。 

（Ｇ委員） 美瑛の方まで全部富良野と言います。一応、旭川よりすぐ南から、南富良野

の金山湖の付近まで、大きく富良野です。 

（中川座長） 情報の発信主体は中富良野ですか、基本的には。 

（Ｇ委員） いや、富良野市が一番大きいと思いますけれども。 

（中川座長） 富良野市ね。 

（Ｇ委員） だけど、それぞれありますね。美瑛は美瑛でいい景色があるから。拓真館が

あったりして発信しているし、それから中富良野には富田ファームがありますし、あのド

ラマの舞台は大体富良野市の中ですけれども。 

（中川座長） ということは、実態的な行政単位みたいな話とはちょっと別に、イメージ

とされてくる地域のイメージとしては、こんな感じは非常に的確ですね。 

あとは、Ｃ委員はどうですか。 

（Ｃ委員） 情報の発信は、つまり２つあると思うんです。１つは、今全国の市町村どこ

でもやっているように、インターネットにホームページを開いて、その市町村のイメージ

アップといいますか、観光宣伝とか、桜の見どころはここですよみたいなことをやって、

それでよしとするのか、あるいは本当にさっき書いているように、地域振興といいますか、

まちおこしみたいな本格的な地域ビジネスを展開していこうとするのか。恐らく後者の方

にシフトしつつあると思うんです。その場合に考えなくてはいけないのは、受け手が最初 

300、 500 とか、そのくらいのオーダーであれば、役場に１人、２人という形で役場はで

きると思うんですけれども、これが固定のユーザーが、あるいは町のファンになったとい

う人が１万を超えたときに、もしも何かミスがあった場合といいますか、危機のときには

やっぱり危機管理をどうするのかというのも考えなくてはいけないと思うんです。情報発

信をするのであれば、それ相応の体制をつくってやらなければ、ユーザーに対する責任と



いうのは果たせないんじゃないかなと思うんです。 

 恐らく、市町村も今からこれをつくっていって本格的なビジネスということにすれば、

やはり少なくとも片手間仕事ではできないでしょうね。 

（事務局） 例えばそういう場合に、このサイトは何とかというボランティアで運営され

ていますと書くことによって、どういう反応が来るんですか。やっぱり、そういうのは当

てにならないというふうになって、もう最初からだめなんですかね。 

（Ｃ委員） 最初からエクスキューズしておくということですか。これはボランティアで

やっていますからと。 ただ、それですと、もしもそれが例えば観光案内とか、そういう

一方的な情報だったらそれで済むかもしれませんけれども、一歩進んで、ここにあるよう

に、それでもって本当にビジネスをやっていくんだと、例えば通信販売とかそういうとこ

ろにつなげていくんだとすれば、やっぱりそういうエクスキューズというのは通用しない

と思うんです。 

（事務局） そうでしょうね。 

（中川座長） それでは、５ページの教育機関との連携という項目までちょっときょうは

やっておきたいと思うんですけれども、これについてはいかがでしょうか。 

 公立小中学校、それから地元大学との連携というのが強調されておりますけれども、こ

れは本当にそうだと思うんです。 

（Ｄ委員） 最近は割と地域と連携している例がいっぱいありまして、例えば本当に中山

間地域に廃校になる小学校がありまして、分校なんですけれども、木造校舎なんて大変立

派なんです。それで、いよいよ人がいなくなっちゃうんで町長が何か考えたいというので、

パソコン林間学校なんていうアイデアがありまして、従来のパソコンだけを教えるんだっ

たら、リテラシーだけを教えるのなら、別に東京のビルの一室でもいいと思うんですが、

やっぱり同時にカブトムシを触らせてみたいとか、小川の水ってこんなに冷たいんだとか、

星はこんなにきれいなんだと、その感動した思いをコンテンツとして、いわゆる広い意味

の環境教育といいますか、そういう自然を対象にして、実際にそこでリテラシーを学んで

いくというパッケージで、そこに寝泊まりしてもらうようなパソコン林間学校、夏だけじ

ゃないんですが、通年でできるようになったんです。これは大変今、県の方でも文部省の

方でもちょっとおもしろいねというようなことで少し動き始めたりしているんですけれど

も、そういう形でやっていくと、それこそ古くなった家とかもあるでしょうし、そこで子

供たちがどういう反応をするのかなとか、どういうカリキュラムをつくるとみんなが喜ぶ



のかなとか、そういう興味もあるんです。若干それに対する必要な基金というのは県とか

市の方からも出たりするものですから、そういう形で回っていくのが一番いいのかなと。 

 これも、それこそボランタリーな形でやっているのが幾つかあるんですが、やっぱり長

続きしないんですね。関心のある学生が卒業しちゃいますと、例えはおいしいお酒づくり

のところを全部回りまして、自分たちで勝手に評価しまして、何てことはない、酒を飲む

のが好きなものですから、蔵元へ行って飲むのが楽しみだけなんですけれども、そういう

ホームページは割と人気があったんですが、その学生がやめてしまうと、もうそれをメン

テナンスする人がいなくなっちゃうものですから、情報が古くなって、むしろ有害になっ

てしまう。だから、学校で立ち上がりの部分とかそういうところにアシストするのはいい

んですけれども、メンテナンスをどうしていくかというところに過剰な期待を持たれると、

ちょっときついかなと。学校、研究機関に対する期待というのは何なのかな、それに対す

る担保をどうするのか、この辺のプログラムがきちんとされていると、それはそれなりに

機能するのかなという感じはいたします。 

（Ｇ委員） 今のお話は非常におもしろかったですけれども、まだやられていないですけ

れども、乗鞍サイバーネットワークの人たちで、無線ＬＡＮを使ってペンションの 23 軒を

全部常時接続できるようにしている仲間がいまして、そこはどこの部屋でもお客さんがイ

ンターネットがただで使える状態です。そこで彼らが今後やろうとしているということは、

今おっしゃったようなリゾートにおいて、そこに泊まって何日間かでインターネットをマ

スターして帰るというような合宿所にしたいというようなことをおっしゃっていましたけ

れども、それは明らかに経済ベースでいけそうです。そういうのは起こる。ただ、教育機

関との連携ということではないですけれども、今お話が出ましたけれども、田舎の都市に

対する比較優位性とは何かと考えたときに、一番大きいのは、さっきもおっしゃっていた

環境教育の場としての優位性だと思われます。バーチャルな情報じゃなくて、触覚で触っ

ていいとわかる情報が田舎には満ち満ちていますから、それとの組み合わせが大事じゃな

いかと思います。 

（Ｆ委員） こういうことについては大賛成です。総合的な学習ということも、今文部省

の方で特に進めていますね。今おっしゃった環境教育というわけで、食べ物と農業、それ

から地域、先ほどから議論になっている昔からのおばあちゃんの知恵を聞き出してまとめ

るという、そういう総合的な学習の時間との兼ね合いでもやっていけるんじゃないかなと

思います。    。 



 何かほかに意見はありませんか。Ａ委員、どうですか。 

（Ａ委員） やっぱり、今は子供が結構詳しいと思うんです。ここに書いてあるとおり、

あくまでもＩＴというのはツールだと思うんですけれども、ツールであるんだけれども、

やっぱり知らなくてはいかん、最低のことは知らなくてはできないわけですから、子供は

例えばゲームなどを通じてでも結構知っていますから、今度はその子供が逆に、例えば農

山村であれば、おじいちゃん、おばあちゃんに教えるということも多分にあり得るんじゃ

ないかなという気がするんです。先ほどＤ委員がおっしゃったような、大学の先生なりあ

るいは学生さんが子供にそういうことを教えるシーンというんですか、そのイロハのイぐ

らい、あるいはロぐらいまでは教えるというケースをもっともっとこれからそういう場と

いうんですか。そういうことで、先ほどのパソコン林間学校などは非常にすばらしい試み

なんじゃないかなと思います。 

（Ｉ委員） 大学の場合だと、大学院修士課程と博士課程があって、そこに学生はたくさ

んいるわけなんですけれども、彼らに教育というか、リテラシーを含めて何かを教えると

いう奨励措置みたいなものがあったら、学生は動くかもしれませんね。これは相当戦力に

なる可能性はありますね。技術的にも水準は高いですから、いけるという感じはちょっと

しますね。 

（Ｇ委員） 何かそういう制度はつくれないですかね。 

（Ｉ委員） 基本的な部分を、どういう教え方をするかということをちょっとだけ教えた

ら、それで後はもういいと思うんです。 

（Ｄ委員） その意味では、体育大学などは、どこかの夏の海の家、海水浴で水泳のうま

いのがいつも監視に契約というか、そういうふうに毎年なっているんです。それと同じよ

うに、都会の大学と地域の大学間で連携しながら地球のリテラシーを向上させるという機

会があっても良いのではと思います。 それの費用については、何らかの形で、最低限の

ものは出すと。そういうのが毎年毎年行くというのも良いと思います。 

（Ｇ委員） ライフセーバーっているじゃないですか。だから、ＩＴセーバーとかがあっ

てもよい。 

（Ｉ委員） いいですね。それは、何も地場のところでなくてもいいですね。学生交流も

やったらいい。単位の交流もやっているわけですから、やろうと思えばできますね、それ

は。 

（中川座長） それでは、大体時間が来たので、３つほど残っていますけれども、全体的



にもう一回次回をこれに充てたいと思いますので、また次回もよろしくお願いしたいと思

います。 

 次回、また追加される部分はあるわけですね。 

（事務局） ええ。次回、資料３をちょっと見ていただきたいんですけれども、今ここに

書いている７つについて実態調査というのをやっておりまして、その報告を次回やること

にしたいと思います。したがって、きょうの続きをやっていただいて、あとはこれの実態

報告を事務局からさせていただくということで進めていただければと思います。 

（中川座長） では、これで終わります。次回は 11 月 20 日ということで、調査結果の報

告もある、残りの３アイテムについてもご議論をいただくということで、それでよろしい

ですか。 

（事務局） はい。 

（中川座長） それでは、どうもありがとうございました。これで終わらせていただきま

す。 


